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南相馬市当初予算の概要
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I 平成26年度当初予算の概要

1 予算編成の背景

(1)国の予算編成状況
国においては、機動的財政運営を実現するために平成25年度補正予算と一体的

に編成し、経済再生・デフレ脱却と財政健全化をあわせて目指すとともに、社会

保障・税一体改革を実現する最初の予算として、未来への投資と暮らしの安全・

安心の確保など、経済成長に資する施策に重点的に取り組むことを基本に編成さ

れた。

(2)地方財政対策
地方の復旧・復興事業費及びその財源については、通常収支とは別枠で整理し

た上で、震災復興特別交付税を確保し、地方が安定的に財政運営できることを基

本に地方財政対策が行われた。

①通常収支分

○ 地方財源の確保

一般財源総額 60兆 3,577億円 (+1.0%)

○ 地方交付税の確保

地方交付税  16兆 8,855億円 (△ 1.0%)

○ 財源不足の補填

財源対策債、臨時財政対策債の発行等

○ その他

地方法人税の交付税原資化、緊急防災・減災事業費、地域の元気創造事業

費の増額確保等

②東日本大震災分

○ 震災復興特別交付税による措置

直轄・補助事業の地方負担分、地方単独事業分、地方税の減収分を措置す

るため5,723億円確保

*地方交付税には、震災復興特別交付税は含んでいない。

え

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

実 野的な地方交付税 20. 18.8 17.8 18.2 21.0 24.6 23.6 23.6 23.3 22.5

うち地 方交付税 16.9 15.9 15.2 15.4 15.8 16。 9 17.4 17.5 17. 1 16。 9

うち臨時 財政対策債 3.2 2.9 2.6 2.8 5.1 7.7 6.2 6.1 6。 2 5。 6
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2 平成26年度当初予算の概要

(1)予算編成の基本的な考え方
平成26年度予算は、

東日本大震災、原子力災害からの復興口再生を加速化し、市民生活再興
の基礎を築く予算

として、行政経営方針に掲げる5つの方針に基づく施策の推進を基本に編成し
た。

○行政経営方針に掲げる 5つの方針に基づく重点施策の推進

①～最重点方針 市民生活再建に向けた取り組み～
○復興計画実施計画主要事業

○放射線不安の払拭

○災害に強いまちづくり

○その他

②～重点方針1 生産年齢人口の回復に向けた取り組み～

○情報発信の強化

○安定的な雇用環境の形成

○子育て支援

○住宅支援

〇世界に誇る人材の育成

③～重点方針2 高齢化に向けた取り組み～
○高齢化への対応

重点方針3_避難指示区域の再生に向けた取り組み～
○生活基盤の再生

○事業再開への支援

○帰還に向けた取り組み
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⑤～重点方針4 地域の活力の創造に向けた取り組み～
○地場産業の活性化

○地域コミュニティの再生

○交流拡大

○環境未来都市の推進

(2)一 般会計の予算概要
①予算規模
一般会計の予算規模は、過去最大の1,213億 1,733万 1千円となった。
対前年度当初比 157億 7,339万 8千円増 14.9%増

*実質的な当初予算ベースとするため平成 18、 22年度は補正後としている。

【参考 :全会計の予算規模】

般会計予算規模と市税の推移

予算規模:億円 .・ド‐J予算規模 一 市税
1′400

1′ 200

1′000

800

600

400

200

0

H18.5月 H19 H20 H21 H22.6月   H23

年度

H24 H25

2".0 2987 296.7 289,0 271.7 277.1

:千円 %ヽ

区  分 平成26年度 平成25年度 増減額 増減率

一 般 会 計 121′ 317′331 105′ 543′933 15′フ73′ 398 14.9

特別会計 (10会計) 16′ 082′069 17′ 289′ 774 ▲ 1′ 207′ 705 ▲ 7.0

公営企業会計 (4会計) 10′ 763′309 8′ 059′ 649 2′ 703′ 660 33.5

計 148′ 162′ 709 130′ 893′ 356 17′ 269′ 353 13.2
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【予算規模の内訳】

平成 26年度

一般会計当初予算

1,213億 円
(H25比 158億円

14.9%増 )

うち

震災関連事業

(東日本大震災対

策費

原子力災害対策費

災害復旧費)

968億 円
(H25比 152億円

18.6%増 )

最重点方針

市民生活再建に向けた取り組み
865億 円

重点方針 1

生産年齢人口の回復に向けた取り組み

重点方針 2

高齢化に向けた取り組み

重点方針 3

避難指示区域再生に向けた取り組み

重点方針4
地域の活力の創造に向けた取り組み

60億円

うち

通常事業

245億 円
(H25比 6億円

2.5%増 )

その他

人件費、その他の通常事業など
171億円
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②予算のフレーム

事業費

震災関連事業

(東日本大震災対策費
原子力災害対策費
災害復旧費)

968億円

通常事業

245億円

財源

国県補助金、復興交付金基金繰入金

などの特定財源

898億円

震災復興特別交付税

44億円

みらい夢基金繰入

2億円

復旧・復興基金繰入金

24億円
一般財源

0億円

国県補助金、地域振興基金繰入金、市有建物縄

持補修基金繰入金などの特定財源

53億円

震災復興特別交付税

17億円

一般財源

172億円
財政調整基金繰入金

3億円

-5-



・ 市

③歳入予算の特徴

東日本大震災及び原子力災害に係る復旧・復興事業の財源として、震災復興特

別交付税、国庫支出金、市債などが増加、県支出金では除染対策事業交付金の大

幅な増加となる一方で、東日本大震災復興交付金基金繰入金が大幅な減となっ

た。

税  62億 69百万円 対前年度比  4億 97百万円増  8.6%増
東日本大震災の影響からの一定の回復が見込まれ、現年課税分では個人市

民税で課税対象者が増加したことなどにより6億64百万円増、法人市民税で

38百万円の減、固定資産税で償却資産の減少により1億8百万円の減などに

よる。

口地方交付税  131億 25百万円 対前年度比  1億26百万円増  1.0%増
普通交付税で税収の増加等に伴い1億47百万円減、震災復興特別交付税で2

億73百万円増による。

・国庫支出金  109億 63百万円 対前年度比  12億 7百万円増  12.4%増
福島原子力災害避難区域等帰還 。再生加速事業委託金10億29百万円増、福

島県定住等緊急支援交付金2億55百万円増などによる。

・県 支 出 金 721億 92百万円 対前年度比 220億35百万円増  43.9%増
除染対策事業交付金207億 71百万円増、過年発生農地農業用施設災害復旧費

補助金9億52百万円増などによる。

・繰 入 金 99億 円 対前年度比△112億80百万円  △53.3%
東日本大震災復興交付金基金繰入金115億25百万円減などによる。

44億 49百 万円 対前年度比  22億 19百万円増  99.5%増
災害公営住宅建設事業債12億02百万円増、サービスエリア利活用拠点整備

事業債5億58百万円増、石神第二小校舎耐震改修事業債2億94百万円増など

による。

債口市
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一般会計歳入財源区分表

(単位 :千円 ・ %)

区  分

平成26年度
当初千宣箱

平成25年度
当初手笠籠

比 較 増減率
金  額 構成比 金  額 構成比

般

財

源

市 税 6,268,963 5,771,669 5.5 497,294

地 方 交 付 税 13,124,990 10.8 12,998,823 12.3 126,167 1.0

そ  の  他 3,924,029 3,745,887 178,142 4.8

小  計 23,317,982 19.2 22,516,379 801,603 3.6

特

定

財

源

国庫 支 出金 10,962,563 9,755,415 1,207,148 12.4

県 支 出 金 72,191,631 59.5 50,156,626 47.5 22,035,005 43.9

市 債 3,048,800 2.5 829,500 0.8 2,219,300 267.5

そ  の  他 11,796,355 9.8 22,286,013 21.2 △ 10,489,658 △ 47.1

小  計 97,999,349 80.8 83,027,554 14,971,795 18.0

合   計 121,317,331 100.0 105,543,933 100.0 15,773,398 14.9

自

主

財

源

比
率

自 主 財 源 19,266,946 29,200,168 27.7 △ 9,933,222 △ 34.0

依 存 財 源 102,050,385 84.1 76,343,765 72.3 25,706,620 33.7

合  計 121,317,331 100.C 105,543,933 100.0 15,773,398 14.9

*市債のうち臨時財政対策債は、一般財源『その他』に含まれる。

*一般財源『その他』の主なもの"・地方譲与税、地方消費税交付金、繰越金

ネ特定財源『その他』の主なもの"・繰入金(基金繰入金)

-7-
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一般会計当初予算歳入の構成比

地方交付税

10.8%

国庫支出金
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④歳出予算の特徴

市民生活再建に向け、生活圏除染事業、

進事業、災害公営住宅整備事業など、復旧

ため、歳出規模は過去最大となつた。

農地除染事業、防災集団移転促
|

口復興事業を最優先に推進する |

|

i)目的別歳出予算
(※平成25年度予算額については、実質再配分処理後の予算額を用いて比較)

口総 務 費

口民 生 費

・農林水産費

・商 工 費

口土 木 費

68億 37百万円 対前年度比  26億 77百万円増 64.40/6増
東日本大震災復興交付金基金積立金7億85百万円の増、公共施設電力管理

システム導入事業蜀艶9百万円の増、公共施設再生可能エネルギー等導入

事業4億56百万円の増、沿岸部大規模太陽光発電事業用地取得事業3億96

百万円の増、職員退職手当基金積立金1億62百万円の増などによる。

800億  4百 万円 対前年度比 222億 51百万円増 38.5%増
除去土壌等仮置場設置管理事業H5億 14百万円の増、農地除染事業89億74

百万円の増、生活圏除染事業19億44百万円の増、災害廃棄物処理対策事

業5億26百万円の減などによる。

40億 17百万円 対前年度比  16億 23百万円増 67.8%増
農山漁村地域復興基盤総合整備事業負担金8億9百万円の増、営農再開支

援農地保全管理事業補助金6億27百万円の増、旧警戒区域内農地保全管理

事業6億3百万円の増などによる。

23億 79百 万円 対前年度比  5億 78百万円増 32.1%増
サービスエリア利活用拠点整備事業 (鹿島区)9億74百万円の増、企業立

地促進事業助成金1億62百万円の減などによる。

108億 15百万円 対前年度比△117億91百万円 △52.2%

防災集団移転促進事業117億 13百万円の減、災害公営住宅整備事業11億60

百万円の減、都市公園除染対策事業3億2百万円の増などによる。

51億 91百万円 対前年度比 △ 2億40百万円 △ 4.4%

社会体育施設表土改善事業19億 83百万円の減、鹿島体育館整備事業5億41

百万円の増、小中学校校舎耐震改修事業8億86百万円の増などによる。

・教 育 費
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一般会計歳出目的別予算額の状況
配

款

平成26年度
当初予算額

平成25年度
当初予算額
(実暫再配分)

比較 増減率

金額 構成比 金額 構成比

1 議 会 費 255,672 0.2 261,812 0.2 △ 6,140 △ 2.3

2 総 務 費 6,836,626 4,159,603 3.9 2,6771023 64.4

3 民 生 費 80,003,739 65.9 57,752,298 54.8 22,251,441 38.5

4 衛 生 費 2,786,267 2,793,892 2.6 △ 7,625 △ 0.3

5 労 働 費 691,923 06 664,346 0.6 27,577 4.2

6 農林水産費 4,017,046 3.3 2,394,128 1,622,918 67.8

7 商 工 費 2,379,206 2.0 1,800,772 578,434 32.1

8 土 木 費 10,815,486 22,606,404 △ 11,790,918 △ 52.2

9 消 防 費 1,029,572 0.8 972,159 0.9 57,413

10 教 育 費 5,191,476 4.3 5,431,547 △ 240,071 △ 4.4

災害復 旧費 3,469,895 2.9 2,895,264 2.7 574,631

12 公 債  費 3,740,423 3.1 3,761,708 △ 21,285 △ 0.6

13 予 備 費 100,000 0.1 50,000 0.1 50,000 100.0

合  計 121,317,331 100.0 105,543.933 100.0 15,773,398 14.9

口災害復旧費 34億 70百万円 対前年度比  5億75百万円増 19.80/4増
過年発生公共災害復旧事業 (農地農業用施設)9億38百万円の増、過年発

生公共災害復旧事業 (都市公園施設)3億85百万円の増などによる。

※実質再配分の予算額は、平成25年度予算編成において総務費に一括計上していた災害対策費(2款 7項、8項 )に
ついて、平成26年度予算編成の考え方に基づき目的別に再配分した場合の金額

(単位 :千円・ %)

款

平成26年度
当初予算額

平成25年度
当初予算額 比較 増減率

金額 構成比 金額 構成比
1 議  会  費 255,672 0.2 260,902 0.2 △ 5.230 △ 2.C
2 総  務  費 6,886,626 5.6 80.886.245 76.7 △ 74,049,619 △ 91.5
3 民  生  費 80,003,739 65.9 7,213,635 72,790.104 1,009.1
4 衛  生  費 2,786,267 2.3 2,000,120 786.147 39.3
5 労  働  費 691,923 0.6 664,346 0.6 27.577 4.2
6 農 林 水 産 1 4,017.046 3.3 864,417 0.8 3.152.629 364.7
7 商  工  費 2,379.206 2.0 1,370,631 1.3 !.008:575 73.6
8 土  木  書 10,815,486 89 2,009,183 8,806.303 438.3
9 消  防  費 1,029.572 0.8 972,159 0.9 57.413
10 教  育  費 5,191.476 4.3 2,595,323 2.5 2,596.153 100.0
災 害 復 旧費 3,469,895 2.9 2,895,264 2.7 574.631
12 公 .債  費 3,740,423 3.1 3,761.708 3.6 △ 21,285 △ 0.6
13 予  備  書 100000 0.1 50.000 0_1 50.000 100.0

計 121,317.331 !00.0 105,543,933 100.0 15,773,398 14.9
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一般会計当初予算目的別歳出の構成比

盟
′
欺 増上は参一節

災害復旧費 公債費 その他

消防費1■暮
.9%    ′3.1%  ´0.9%

農林水産業費

3.3%

商工費

2.0%
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＝̈

ア

性質別歳出予算

義務的経費  124億 42百万円 対前年度比  1億65百万円 1.3%増

0人 件 費 50億 18百万円 対前年度比   1億 84百万円   3.8%増
東日本大震災及び原子力災害に係る復興業務にあたる任期付職員採用伴

う2億 1百万円の増、定年退職者の増に伴う退職手当94百万円の増などに

よる。

【医療職を除いた職員数の状況】

※H25、 H26の数値は見込みである。
※H23採用者には再任用職員を含み、H24以降の退職者、採用者には再任用職員及び任期付職員を含む。

・扶 助 費   36億 83百万円 対前年度比 2百万円   0。 1%増
児童扶養手当支給事業48百万円の減、生活保護扶助費24百万円の減、障が

い児通所支援事業43百万円の増などによる。

・公 債 費 37億41百万円 対前年度比   △21百万円
市債残高の減による償還利子の減少などによる。

△ 0。 6%

イ 投資的経費

0補助事業

・単独事業

177億 46百万円 対前年度比 △72億43百万円△29.0%

106億28百万円 対前年度比 △103億56百万円  △49。 4%
防災集団移転促進事業H7億 13百万円の減、災害公営住宅整備事業11億60

百万円の減、小中学校校舎耐震改修事業8億86百万円の増、鹿島体育館整

備事業5億41百万円の増、都市公園除染対策事業 (原町区)3億2百万円の

増、防災集団移転関連道路整備事業2億8百万円の増などによる。

36億51百万円 対前年度比  25億40百万円増  228。 7%増
サービスエリア利活用拠点整備事業 (鹿島区)9億74百万円の増、公共施
設電力管理システム導入事業萄詢9百万円の増、公共施設再生可能エネル

ギー等導入事業4億56百万円の増、沿岸部大規模太陽光発電事業用地取得

事業3億96百万円の増、環境放射線モニタリングシステム化事業2億65百

万円の減、小中学校空調機器等整備事業2億31百万円の減などによる。

(単位 :人 :

区 分 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
一般職員 701 681 630 563 ´

”

根職者 27 41 36 37

採用者 8 24 88

職 昌数増滅 △ 20 △ 18 △ 33 △ 18 △ 4g 52
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・災害復旧事業

ウ そ の 他

・物 件 費

・補助費等

・そ の 他

34億68百万円 対前年度比   5億 73百万円増  19。 8%増
過年発生公共災害復旧事業 (農地農業用施設)9億38百万円の増、過年発

生公共災害復旧事業 (都市公園施設)3億85百万円の増などによる。

911億 29百万円 対前年度比 228億51百万円増 33.5%増

790億52百万円 対前年度比 208億56百万円増  35。 8%増
除去土壌等仮置場設置管理事業115億 14百万円の増、農地除染事業89億74

百万円の増、生活圏除染事業19億44百万円の増、社会体育施設表土改善

事業19億83百万円の減、災害廃棄物処理対策事業5億26百万円の減などに

よる。

66億76百万円 対前年度比  0億 21百万円増  16.0%増
農山漁村地域復興基盤総合整備事業負担金8億9百万円の増、営農再開支

援農地保全管理事業補助金6億27百万円の増、がけ地近接等危険住宅移転

事業補助金2億 10百万円の増、企業立地促進事業助成金1億62百万円の減、

請戸川地区国営造成施設県負担金 (債務負担)1億28百万円の減などによ

る。

54億 1百万円 対前年度比  10億 74百万円増  24。 8%増

東日本大震災復興交付金基金積立金7億85百万円の増、職員退職手当基金

積立金1億62百万円の増、国民健康保険特別会計繰出金1億58百万円の増

などによる。
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一般会計歳出性質別分類表

(単位 :千円・%)

区   分

平成26年度
当初予算額

平成25年度
当初予算額

比 較 増減率

金  額 構成比 金  額 構成比

義

務

的

経

費

尺  件  費 5,018,491 4.1 4,834,419 4.5 184,072 3.8

扶  助  費 3,682,503 3,680,404 3.5 2,099 0.1

公  債  費 3,740,723 3,761,858 △ 21,135 △ 0.6

小  計 12,441,717 10.3 12,276,681 165,036

投

資

的

経

費

普通 建 設 事 業 14,278,324 22,094,000 20.9 △ 7,815,676 △ 35.4

うち補助事業 10,627,517 8.8 20,983,300 △ 10,355,783 △ 49.4

うち単独事業 3,650,807 3.0 1,110,700 2,540,107 228.7

災 害 復 旧 事 業 3,468,083 2.8 2,895,264 2.8 572,819 19.8

小   計 17,746,407 146 24,989,264 23.7 △ 7,242,857 △ 29.0

そ
　

の
　
他

物  件  費 79,052,097 65.2 58,195,787 55.1 20,856,31C 35.8

浦 助 費 鶴 6,676,246 5.5 5,755,717 920,529 16.0

そ  の  他 5,400,864 4.4 4,326,484 4.1 1,074,380 24.8

小  計 91,129,207 75.1 68,277,988 64.7 22,851,219 33.5

合    計 121,317,331 100.0 105,543,933 100.0 15,773,398 14.9
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一般会計当初予算性質別歳出の状況

岬 麟 雑 呼 麟 雑翻
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一般会計当初予算性質男1歳出の構成比

‐●●諄   ′_.,.^ 積立金       ・

1.∝

公債費

3.1%

補助費等

5.5%
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⑤平成26年度行政経営方針に掲げる重点方針の主要施策

○復興計画実施計画主要事業

生活圏除染事業 25,.3861850千円

放射線量低減化のため、除染計画に基づく生活圏の除染を実施する。

除去土壌等仮置場設置管理事業 1217611946千円

除染作業により発生した除去物の管理のため、仮置場を設置し管理する。

農地除染事業 271189912641千円

放射線量低減化のため、除染計画に基づく農地の除染を実施する。

都市公園除染対策事業

放射線量低減化のため、原町運動公園、北泉海浜総合公園の除染を実施する。

防火水槽除染事業 【新規】 51‐ 986千円

．円一千
一

一一〇一和
一

一
２

．

一〇３

一

防火水槽の除染を行 うため、鹿島区、
を行 う。

災害廃棄物処理対策事業 2事業

原町区の無蓋防火水槽の放射線量の調査

61128:656千円

生活環境の保全を図るため、災害廃棄物の処理等を実施する。

防災集団移転促進事業               12:176:285千 円

被災地域住民の安全確保のため、集団移転を支援する。

-16-



防災集団移転関連道路整備事業 284,545千円

集落間のコミュニティ確保のため、防災集団移転箇所を連絡する道路を整備す
る。 (鹿島区 :道路改良、原町区 :道路改良舗装、道路改良)

災害公営住宅整備事業 10事業          ■‐4:555.366‐ 千円

被災者の居住の安定確保のため、災害公営住宅を建設する。
(小高区 :3地区、鹿島区2地区、原町区5地区)

出土遺物整理収蔵施設整備事業          |‐ | 140:969千円

復興事業に伴う埋蔵文化財発掘調査を円滑に実施するため、出土遺物を整理収
蔵する施設を整備する。

過年発生公共災害復旧事業 (道路橋梁施設) 595,357.fFヨ

東日本大震災により被災した道路橋梁施設の復旧を行う。

過年発生公共災害復旧事業(河川施設) 296,042 fFヨ

東 日本大震災により被災した河川施設の復旧を行 う。

過年発生公共災害復旧事業(都市公園施設) 385:0001f円

東 日本大震災により被災した都市公園の復旧を行 う。

過年発生公共災害復旧事業 (体育施設 ) 347:769‐
‐
=F円

東日本大震災により被災したみちのく鹿島球場の復旧を行う。

過年発生公共災害復旧事業(防災施設・設備) 58:‐ 286千円

東日本大震災により被災した消防団の屯所及び車庫、ホース乾燥塔、防火水槽
の復旧を行う。

過年発生公共災害復旧事業 (消防口防災センター)   |‐  90,294千円

災害時の拠点となる消防・防災センタ
この外構工事を行 う。
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0放射線不安の払拭

食品と放射能に関する講習会事業 【新規】 11,1651千 円

放射線に対する正しい知識の普及を図るため、大学教授や学識経験者等を講師
に招へいし、市民対象の講演会、シンポジウムを開催する。

私立保育所等給食検査体制事業補助金 【拡充】 3:500千 円

私立保育所等が安全安心な給食を提供するための食材検査に係る経費を助成す
る。 (拡充内容 :事後検査に係る経費補助の追加)

健康管理支援事業(個人線量計) 【拡充】 1 139,017千円

市民の健康を守るため、個人線量計を貸与し放射線量を測定するとともに、健
康教育 (講演会、健康相談等)を実施する。
(拡充内容 :講演会回数の増)

放射線被ばく検診事業 【拡充】 92.594千円

市民の健康不安の解消と健康管理のため、ホールボディカウンターによる内部
被ぼく検査を実施する。 (拡充内容 :乳幼児の実測を開始)

食品等放射能簡易分析事業 77:'021千 1円

市民生活の安全安心の確保を図るため、放射能簡易分析装置を各生涯学習セン
ター、学校などに配置し、自家消費野菜等の放射線量検査を実施する。

焼却灰等一時保管対策事業 117:6241fF]

災害廃棄物等の処理、保管について、生活環境の保全、市民の安全安心を図る
ため、放射性物質測定業務及び焼却灰等の一時保管施設を設置する。

○災害に強いまちづくり

海岸防災林造成関連事業 86,‐ 3oO‐ TH
防潮堤に続く二線堤施設としての機能を高めるため、海岸防災林に一部高盛土
の整備を行う。 (小高区 :測量設計業務委託、原町区 :高盛土造成工事)

社会資本整備総合交付金事業 (復興)

水災害からの安全安心確保のため、河り|1整備を行 う。
河川築堤 (準用河川 北原川 )
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社会資本整備総合交付金事業 (復興 ) 94「150o千円

被災地域の復興等を図るため、道路の新設、
(鹿島区 :道路測量設計)

防災備蓄倉庫整備事業

現道の拡幅や舗装工事等を行 う。

【新規】||・  4,310千円

防災対策に必要な拠′点となる防災備蓄倉庫を整備するため、
定する。

上町児童センター耐震改修事業           |

整備基本計画を策

32,972千 円

昭和55年建設の児童センターの耐震化を図るため、耐震補強工事及び改修工事
を行う。

原町第二小学校校舎耐震改修事業 |  ‐390,9971‐ =F円

昭和47年建設の校舎の耐震化を図るため、耐震補強工事及び改修工事を行う。

大甕小学校校舎耐震改修事業 1192■00'|千円

昭和50年建設の校舎の耐震化を図るため、耐震補強工事及び改修工事を行う。

太田小学校校舎耐震改修事業           ||■ ■i1001・072千円

昭和56年建設の校舎の耐震化を図るため、耐震補強工事及び改修工事を行う。

石神第二小学校校舎耐震改修事業 407:12821 fFq

昭和52年建設の校舎の耐震化を図るため、耐震補強工事及び改修工事を行う。

Oその他

市総合計画等策定事業           【新規】| ‐ 118:.036千 円‐
―

                 ― 一 ―

復興計画を踏まえた本市の新たな将来像を明確にする
「総合計画」と、市の土

地利用の基本的な考え方を示す「国土利用計画」を策定する。
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○情報発信の強化

南相馬チャンネル管理運営事業 46, 9471千 円

地上一般放送 (エ リア放送)とインターネットを利用して、避難市民と市内居
住市民に対して復興情報や防災情報等の情報提供を行う。

O安定的な雇用環境の形成

求人・求職マッチング事業 【新規】 6,.070‐ 千円

市内事業所への就職に結びつけるため、
説明会を開催する。

新規就職者応援事業

市外の求人倍率が低い地域で合同就職

【新規】 | ,771:212千 円

新規就職者の市内事業所への就職促進を図るため、市内事業所に就職した新規
就業者に奨励金を支給する。 (1人あたり10万円)

企業立地促進事業助成金 134:1017.T円

産業の振興と雇用の創出を図るため、
する。

○子育て支援

認可外保育所入所者支援事業

工場を新・増設する企業に助成金を交付

【拡充】 8,1712千円

子育て環境の充実を図るため、認可外保育施設に児童を入所させている保護者
に対し保育料の一部を助成する。 (拡充内容 :第 1子からに助成拡充)

私立幼稚園保護者助成事業補助金 【拡充】 111,.116.千円

子育て環境の充実を図るため、
.私
立幼稚園在園児の保護者に対し入園料及び授

業料・保育料の保護者負担額を助成する。 (拡充内容 :保護者負担額分助成)

子育て応援情報交流事業 【新規】 5:164千 円

子育て家庭が必要とする様々な情報を正確かつタイムリーに提供するととも
に、子育てサークルや住民同士の情報交流に資するWebサィトを構築する。
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元気な子ども育成事業 【新規】| 2:000 fFl

子どもの体力向上を図るため、子どもの遊び場を利用した多様な遊びイベント
を開催する。

公立保育園園庭芝生化整備事業 【拡充】■‐ 371‐ 320千円

子どもの外遊びを支援するため、園庭を芝生化する。
(拡充内容 :前年度私立保育園実施から公立保育園へ拡充)

公立幼稚園園庭芝生化整備事業 【拡充】| :9411400千円

子どもの外遊びを支援するため、園庭を芝生化する。
(拡充内容 :前年度私立幼稚園実施から公立幼稚園へ拡充)

夜間小児科・内科初期救急医療事業 【拡充】 716861千円

市民の健康を守るため、夜間の初期救急医療体制を整備する。
診療場所 :小野田病院、受付時間 :土 日午後7時～午後9時30分

(拡充内容 :祝祭日、年末年始の実施)

市教育振興基本計画策定事業 【新規】 12,1801千1円

市総合計画の策定に合わせて新たな教育振興基本計画を策定する。

特色ある教育施策推進研究事業 【新規】 8721千円

子どもたちの帰還促進を図るための特色ある学校づくりや教育施策を推進する
ための方策を研究する。

特色ある学校づくり事業補助金 【拡充】■| ■7,3001千円

各小中学校が独自に実施する特色ある教育活動及び復興教育推進事業を推進す
るため、補助金を交付する。
(拡充内容 :復興教育推進事業を行う場合、補助上限額のかさ上げ)

学習塾等と連携した学力強化推進事業 【拡充】 17:1261千円

生徒の学力向上を図るため、学習塾等と連携して授業等を実施する。
(拡充内容 :中学3年生から中学 2年生まで拡大、夏季休業中に中学3年生希望者
に学習塾講師に加え大学生による集中講座を開講)
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学校図書館支援事業 【拡充】 25.19781二F円

小中学生が読書の楽しさを実感できる環境及び学校図書館の充実を図るため、
学校図書館支援員を配置する。 (拡充内容 :全小学校から全小中学校へ配置)

教育施設備品整備事業 【新規】1  3a725千円

学校教育環境の改善と充実を図るため、学校施設備品を購入する。

鹿島体育館整備事業 54018001千円

子ども及び子育て世代を中心とした住民の運動機会の確保と体力向上を図るた
め、屋内運動場を整備する。

仮設校舎整備事業 【拡充】■ ■105:‐ 9951千‐円
東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故に伴い開設した鹿島小学校及び鹿
島中学校敷地内に仮設校舎の整備を行う。
(拡充内容 :鹿島中学校敷地内に仮設屋内運動場を整備)

○住宅支援

浄化槽設置整備復興事業補助金 102:1900‐ |千円

東日本大震災被災者の住宅等の再建支援のため、
化槽設置者に対して補助する。

復興住宅施設建設促進事業補助金

低炭素社会対応型合併処理浄

50:0001千 1円

復旧・復興従事者等の居住施設整備促進のため、
対して補助する。

がけ地近接等危険住宅移転事業補助金

住宅施設を整備 した事業者に

650:013千円

被災地域住民の安全確保のため、災害危険区域より個人移転する者へ移転費用
の一部を助成する。

被災住宅再建支援事業補助金 【拡充】1  198:981‐千円

東日本大震災の津波、地震により被災した住宅の再建支援のため、再建費用の
一部を助成する。 (拡充内容 :地震被災住宅再建者の追加)
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宅地造成計画事業 【新規】 11‐730千円

個別移転又は移住を希望する者が安心して居住できる環境整備のため、宅地造
成の基本設計を行う。

〇世界に誇る人材の育成  
｀

地域リーダー育成事業 【新規】 3:12141:fI可

協働のまちづくりを推進するため、「南相馬市みらい創造塾 (仮称)」 を設置
し、市の未来を担う若い人材を育成する。

○高齢化への対応

高齢者総合計画策定事業 【新規】 ■||‐ 511.47●千円

平成27年度から平成29年度までの3か年間を計画期間とする高齢者総合計画を策
定する。

高齢者等生活支援巡回バス運行事業 【拡充】|■IⅢ115:0511千 円

仮設住宅等に入居 している高齢者等の通院手段の確保及び買い物等の生活支援
を図るため、巡回バスを運行する。
(拡充内容 :週 3日 一 日2コース各2往復から週5日 一 日2コース各1往復 )

介護員養成事業 1219021千 円

介護スタッフを養成するため、養成講座を開催する。 (募集定員合計80人 )

看護師等修学資金貸与事業 37:922千円

市内医療体制の回復等を図るため、看護師等を養成する学校等に在学する者に
対して修学資金の貸付を行う。
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○生活基盤の再生

一時帰宅交通支援事業 【拡充】 23,700千 円

一時帰宅の支援を図るため、仮設住宅入居者等を対象 としてジャンボタクシー

を運行する。 (拡充内容 :長期宿泊の開始に合わせ JR原ノ町駅～ JR小高駅間
のジャンボタクシーの運行 )

避難指示区域ネズミ等駆除事業 【拡充】 10'943千円■

避難指示区域でネズミ等による被害が生じているため、ネズミ捕り粘着シート
及びダニ取リシートを配布する。 (拡充内容 :ダニ取リシァトの追加)

旧警戒区域見守リパトロール事業 【拡充】
‐
  11‐ 1:1392千円:

旧警戒区域避難者の安心確保のため、パトロールを実施する。
(拡充内容 :パ トロール隊員35人⇒38人 )

災害関連地域防災がけ崩れ対策事業         ‐ 0011000千円

がけ地の崩壊等が発生している箇所の安全確保のため、
行う。

市営住宅生活環境整備事業 (1ヽ高区)

がけ地災害復旧工事を

431‐ 696千円 |

住民の生活環境改善を図るため、長期の避難指示に伴い機能低下した小高区内
市営住宅の機能を回復する。 (室内清掃業務の実施)

過年発生公共災害復旧事業 (公営住宅) 171=1000千円

東日本大震災により被災した小高区内の公営住宅の復旧を行う。

○事業再開への支援

旧警戒区域内農地保全管理事業 2事業 6001388千円

旧警戒区域内農地の営農再開に向け、荒廃抑制・保全管理を行う。
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中小企業支援仮設施設整備事業 【拡充】 ||13116331千円

東日本大震災により被災した事業所の活動を再開するため、中小企業基盤整備
機構が実施する仮設施設の整備 0運営の円滑な推進と市内での事業所の早期の再
開へ向け関連した事業を行う。 (拡充内容 :新規2件)

旧警戒区域内店舗営業報奨金交付事業 【新規】 251000千円

東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故により避難指示区域に指定されて
いる旧警戒区域内において、生活に必要とする物資等を販売する店舗等の営業を
再開した者に報奨金を交付する。

○帰還に向けた取り組み

高校生による「小高区への提案」事業 【新規】
=887千

円

小高区の復興を自分たちの問題として捉え、高校生の視点で復興方策を提言す

るとともに、自ら率先して小高区ふるさと再生に向けた取り組みを構築するしく

みづくりを行う。

小高区美化事業 【新規】: 010721千円:

市民の帰還意識を高めるため、
を植えて美化を図る。

文化祭執行委員会補助金

国道6号線から小高駅にかけての14haに景観作物

【拡充】 1,710801千 円|

小高区の文化と商工業の振興を図るため、小高区文化祭を開催する文化祭執行

委員会に補助する。 (拡充内容 :補助金増額)

小高区イベント事業補助金 【新規】 1310001千円

小高区の地域振興のため、小高区内でイベントを実施する団体に補助する。

紅梅の里・親と子の絆づくり体験事業 【新規】 1.168‐千円

親と子の絆づくりのため、小高区の小中学生を対象に交流事業を実施する。
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○地場産業の活性化

園芸産地復興支援対策事業補助金 2事業 761715千円

園芸産地復興推進のため、園芸設備・施設導入等を支援する。

福島県営農再開支援事業補助金 |  ・■ 1361570f円

営農再開を支援するため、土壌改良資材調達、
災農家経営再開支援事業に対して補助する。

東日本大震災農業生産対策交付金事業補助金

放射性物質の交差汚染対策、被

142:‐ 15o f円

農業生産の復旧等を図るため、共同利用施設の復旧並びに営農用資材及び農業
用機械整備に対して補助する。

農山漁村地域復興基盤総合整備事業負担金 907117421千円

農地・農業用施設復旧のため、県営農山漁村地域復興基盤総合整備事業に対し
て市負担金を拠出する。

被災農家経営農業機械口施設等貸付支援事業 340F61ol千円

被災農業者の営農再開支援のため、被災農業者経営体に対し農業用機械及び農
業用施設等を無償貸与する。

震災対策農業水利施設整備事業 66, 200,fFヨ

農業用水利施設 (ため池)及び地域の安全度の向上を図るため、農業用水利施
設の耐震性検証を行う。 (ため池24箇所)

水産業共同利用施設復興整備事業            20:000‐ 千円

水産業の復興を図るため、真野り|1漁港共同利用施設を建設する。

営農再開支援農地保全管理事業補助金 2事業 6271 2831 fFヨ

円滑な営農再開に向け、旧警戒区域外の農地の保全管理に対して補助する。
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資源作物栽培実証事業補助金

資源作物のコスト削減、収量増加等に関する実証栽培を行う農業者団体に補助
する。

地域水田再生試験栽培事業 【拡充】■■|,105,000千 円

作付再開準備区域及び土壌の放射性セシウム濃度が高い地域において、水稲ヘ

の放射性物質による影響と要因把握のため実証栽培を行う。
(拡充内容 :作付再開水田管理日誌作成500ha)

農業再生実証事業

農業の再生を図るため、大学と連携して水稲の実証栽培を実施する。
将来の6次産業化を目指して、公的研究機関と連携してタマネギの試験栽培を実
施する。

南相馬市産農林水産物PR事業

市農林水産物等に対する風評の払拭を図るため、農産物PRポスターを作成す
るなど、市産農林水産物等の積極的なPRを行う。

大町地区商業共同店舗整備事業

大町地区の賑わい創出のため、災害公営住宅近隣に商業用共同店舗を建設する
ための基本設計を行う。

かしま再興 (最高)祭補助金 【新規】1111■ 510∞ 千円

地域の絆を強めるとともに、街なか賑わい創出のため、イベン トを実施する団

体に補助する。

過年発生公共災害復旧事業(農地農業用施設)    |: 11‐ 303111,7千円

東日本大震災により被災した農地・農業用施設の復旧を行う。

○地域コミュニテイの再生

まごころセンター改築事業 |1155:1027千円

コミュニティサロンなど交流の場の確保を図るため、昭和44年建設のまごころ
。 センターを改築する。
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地域の絆づくり支援事業補助金 3事業 【新規】 23:2001千円

地域コミュニティの活性化によって地域の絆を再生するため、住民自らが絆づ
くりを行うために実施する事業に対し、経費の一部を助成する。

「地域の力」再生支援事業 【新規】 3:1096千円

地域の原動力となる社会教育団体や地域活動団体の活性化を図るため、地域
コーディネーターを活用した支援を行う。

O交流拡大

(仮称)復興大学事業 【新規】 8:4671千円

被災地企業での就業体験等を通じて、みらいを創造する人材の育成を図るとと
もに、インターンシップ受け入れ企業において多様な人々との交流等による活性
化を図るため、市内企業への大学生インターンシップ受け入れを推進する。

交流人口拡大支援事業 【新規】 91875三千円

地域間交流の拡大による地元経済活性化を図るため、市内外での交流人口拡大
活動を行う民間交流活動団体等に対して各種支援を行うとともに、市外での交流
イベントや災害時相互協定を締結した自治体との相互交流事業を実施する。

サービスエリア利活用拠点整備事業
|■    

‐
i=「   ‐  |■ :■ |・

11 022114oo f円

常磐自動車道のサービスエリア整備に併せ、
る。

街なかおもてなし事業

情報発信・物産販売施設を整備す

【新規】 1:‐ 1001千円

交流人口の拡大を図るため、 (仮称)か しまサービスエリアと連携し街なかヘ
の流入を促進 させる市内の情報を提供する。 ((仮称)街なか活性化研究会によ
る調査研究 )

小中学校交流の集い事業補助金 【新規】 4:200‐ |千円

市内在住児童生徒と区域外に避難している児童生徒、保護者との絆を深めるた
めの交流事業に補助する。
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○環境未来都市の推進

次世代自動車充電インフラ整備促進事業 911‐ 7451EFFヨ

環境への負荷を減らし、地球にやさしい暮らしの推進と災害に強いまちの創造
を目指すため、電気自動車やプラグインハイブリット自動車に必要な充電設備を
整備する。

家庭の創エネロ省エネ促進支援事業補助金   【拡充】 70:‐‐6251千円

家庭における再生可能エネルギーの導入による「創エネ」と「省エネ」を推進
するため、住宅用太陽光発電システム及び家庭用エネルギー管理システム (HE
MS)を設置する者に補助する。 (拡充内容 :HEMS設置補助の追加)

公共施設再生可能エネルギー等導入事業 4551809‐ |千円

再生可能エネルギーの推進及び災害時における防災拠点施設等の最低限機能維
持を図るため、公共施設に再生可能エネルギー設備及び蓄電池設備を導入する。

沿岸部大規模太陽光発電事業用地取得事業  【新規】||:||||||||||キ |

沿岸部大規模太陽光発電事業の事業用地のうち、防災集団移転促進事業で移転
者から買い取る土地を除くものの取得、及び年度内に土地の賃貸借開始予定地区
の用地測量等を実施する:

公共施設電力管理システム導入事業 【新規】|●11498■79,千円

公共施設における発電量・蓄電量・電力使用量を瞬時に収集し、各公共施設に

設置された太陽光発電・蓄電池システムやLED照明を一括管理することで、「見え

る化」「見せる化」「できる化」によるエネルギー管理の環境を構築する。
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(3) 特別会計の概要 (10特別会計、4企業会計)
①国民健康保険特別会計

暫定的な予算措置であるが、対前年比813,182千円 (8.0%)減少し、歳入歳出総

額が9,340,684千円となった。

②介護保険特別会計

保険給付費等の見込額を措置するもので、対前年比178,881千円(3.1%)減少し、

歳入歳出総額が5,599,288千円となった。

③育英資金貸付特別会計

貸付及び返還に係る所要見込額を予算計上するもので、対前年比12,036千円

(19.2%)減少し、歳入歳出総額が50,664千円となった。

④簡易水道事業特別会計

,簡易水道事業の管理運営費などを予算計上するもので、小高北部簡易水道事業
に係る元金償還金の増などにより、対前年比4,147千円 (5。 9%)増加し、歳入歳出
総額が73,940千円となった。

⑤介護サービス事業特別会計

第2デイサービス建設に係る元利償還金を予算計上するもので、対前年同額で、
歳入歳出総額がH,474千円となった。(平成36年度償還終了)

⑥亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計

亜炭鉱害に係る水処理施設の運営経費を予算計上するもので、水処理施設管理
経費の増により、対前年比720千円 (3.2%)増加し、歳入歳出総額が23,219千円と
なつた。

⑦農業集落排水事業特別会計

農業集落排水事業の施設維持管理費などを予算計上するもので、鹿島西部地区
農業集落排水施設拡張に係る実施設計業務委託などの増により、対前年比27,720

千円 (14。 4%)増加し、歳入歳出総額が220,835千円となった。

③工場用地等整備事業特別会計

工場用地等に係る償還金を予算計上するもので、対前年螂273,297千円 (75。 4%)
減少し、歳入歳出総額が88,993千円となった。
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⑨太田財産区特別会計

太田財産区の管理運営にかかる経費を予算計上するもので、対前年同額で、歳

入歳出総額が1,009千円となった。

⑩後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療に要する経費を予算計上するもので、対前年比37,104千 円

(5。 8%)増加し、歳入歳出総額が671,963千円となつた。

①水道事業会計

収益的支出については、小高水道事業で対前年比33,059千円 (26。 4%)の増カロ、

原町水道事業で対前年比363,817千円 (55。 3%)増加し、1,179,892千円となった。

資本的支出については、原町水道事業において原水及び浄水設備費の原水設備

費で牛越浄水場中央監視装置更新工事などの増により、対前年比102,258千 円

(31。 2%)増加し、429,497千円となつた。

⑫病院事業会計

収益的支出については、地方公営企業会計制度基準の見直しによる退職給与引

当金の皆増などにより、対前年比 1,256,469千 円 (31.5%)増加し、5,239,487千

円となつた。

資本的支出については、建設改良費の増などにより、対前年比 126,522千 円

(25。 1%)増加し、630,850千円となつた。

⑬工業用水道事業会計

収益的支出については、原水及び浄配水費の委託料で配水池清掃業務委託の増

などにより、対前年比11,290千円 (3.4%)増加し、347,996千円となつた。

資本的支出については、原水及び浄水設備費の原水設備費で牛来浄水場中央監

視装置更新工事などの増により、対前年比173,209千円 (380.5%)増加し、218,725

千円となった。

①下水道事業会計

収益的支出については、みなし償却廃止に伴う減価償却費の増などにより、対

前年比432,976千円 (37.8%)増カロし、1,579,352千円となつた。

資本的支出については、下水管渠築造工事などの増により、対前年比204,060

千円 (21.9%)増加し、1,137,510千円となつた。
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Ⅱ 歳入歳出予算の総額
(単位 :千円 ・ %)

会計
平成26年度
当初予算額

平成25年度
当初予算額

比 較 増減率

般
△

=
計 121,317,331 105,543,933 15,773,398 14.9

特

男ll

△

=

計

国 民 健 康 保 険 9,340,684 10,153,866 △ 813,182 A8.0

介 護 保 険 5,599,288 5,778,169 △ 178,881 △ 3.1

育 英 資 金 貸 付 50,664 62,700 △ 12,036 A19.2

簡 易 水 道 事 業 73,940 69.793 4,147 5.9

介 護 サ ー ビ ス 事 業 11,474 11,474 0 0.0

設
業
施
事
日復
理

害
管
鉱炭
持

亜
維

23,219 22,499 720 3.2

農 業 集 落 排 水 事 業 220,835 193,115 27,720 14.4

工 場 用 地 等 整 備 事 業 88,993 362.290 △ 273,297 △ 75.4

太 田 財 産 区 1,009 1,009 0 0.0

後 期 高 齢 者 医 療 671,963 634.859 37,104 5.8

′1ヽ 計 16,082,069 17,289,774 △ 1,207,705 A7.0

△
ロ 計 137,399,400 122,833,707 14,565,693 11.9
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Ⅲ 平成26年度 当初予算集計表
1.一般会計

※予算区分・・「自」=「自主財源」、「依J=「依存財源」、「―」=「
~般財源」、「特J=「特定財源」

単位 :千円、%

歳 入 歳 出

26

1 市税 自 6.268,960 5,771.669 497.29“ 1 隆会費 255,672 260,902 △ 5,23( △ 2.(

2 地方朧与税 依 467.001 439,001 28,00( 2 総務費 6,836.626 80,886.24[ △ 74,049,61( △

3 利子割交付金 依 :4,00( 14,00C 3 民生費 80,003,739 7,213.63t 72,790,104 1,009.1

4 塁当割交付金 依 12.00( 7,000 0.0 5,00( 4 衛生費 2,786.267 2.000,12C 786,147

5 床式等譲渡所得割交付金 依 2,00C 5 労働費 691,92( 664,34〔 27.577

6 咆方消費税交付金 依 751,00( 629,00C 122,000 6 農林水産業費 4,017.04( 864,417 3.152.629 3647

7 ゴルフ場利用税交付金 依 5,40( 4,40( 221 7 商工費 2.379.200 1,370,631 1,000,575

8 自動車取得税交付金 依 51.000 85,00( Δ 34,000 △ 40.( 8 土木費 10,815.486 2.009,18〔 8,806,30〔 438〔

9 地方特例交付金 依 10.000 12,000 △ 2.000 A 16. 9 消防費 1,029,572 972,15C 57,413

地方交付税 依 13,124,990 12,998,823 126.167 ! 教育費 5.191.476 2.595,323 2,596,153 i00C

普通交付税 依 6.466,710 6.613,791 △ 147,081 A 2.: 災害復旧費 3,469,895 2,895,264 574,631

特別交付税 依 600,00C 公債費 3,740,423 3,761,701 △ 21,285 △ 0.(

震災復興特別交付税 依 0,058,28C 5,735,032 273,241 予備費 100,000 50,00C 50,00(

11 交通安全対策特別交付金 依 特 10,00〔 11.00C △ 1,000 △ 9.1

分担金及び負担金 自 特 192,794 258.29C △ 65,502 △ 25.Z

腱用料及び手数料 自 特 268,198 274,45〔 △ 6,260 △ 2(

園庫支出金 依 特 10,962.563 9,755,41〔 1,207,148

県支出金 依 特 72,191,631 59.5 50.156.62〔 47.5 22,035,005

財産収入 自 特 922,761 877,935 1,958.(

諄附金 自 特

爆入金 自 特 9.899,91〔 21,179,490 △ 11,279,58C △ 53〔

躁越金 自 600,00( 600.000

諸収入 自 特 1,114,31( 1,071,425 42,891

市債 依 / 4,448,80( 21229,500 2.219,30〔

建設等債 依 特 3.048,80( 829,50( 2,219,30( 267.〔

臨時財政対策債 依 1,400,000 1,400,00C

合  計 121,317,331 100.0 105,543,93〔 15,773,39〔 合  計 121,317,331 105,543,933 100.0 15,773,398



2.特別会計
会 計 名 平成26年度 平成25年度 増 減 伸  率 摘  要

国民健康保険特別会計 9,340,684 10,153,866 △ 813,182 △ 8.0

介護保険特別会計 5,599,28〔 5,778,169 △ 178,881 △ 3.1

育英資金貸付特別会計 50,664 62,700 △ 12,036 △ 19.2

薔易水道事業特別会計 73,94C 691793 41147 5.9

介護サービス事業特別会計 11,474 11,474 C 0.0

亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計 23,219 22,499 72C 3.2

農業集落排水事業特別会計 220,835 193.115 27=72C 14.4

工場用地等整備事業特別会計 88,993 362,290 △ 273,297 △ 75.4

太田財産区特別会計 1,009 1,00g 0 0.0

険期高齢者医療特別会計 671,96〔 634,859 37,104 5.8

合  計 16,082,06C 17,289,774 △ 1,207,705 △ 7.0

ｌ
ω
●
ｌ

3.企業会計

平成26年度 平成25年度 増 減 伸  率 摘  要

水道事業会計
収益的支出 1,179,892 783,016 396,876 50.7

資本的支出 429,497 327,239 102,258 31.2

病院事業会計
収益的支出 5,239,487 3,983,018 1,256,469 31.[

資本的支出 630,850 504,328 i261522 25.1

工業用水道事業会計
収益的支出 347,99( 336=706 11,290 3.4

資本的支出 218,72〔 45,516 173,209 380.5

下水道事業会計
収益的支出 1,579,35, 1,146,376 432,976 37.8

資本的支出 1,137,51( 933,450 204,060 21.9

合  計
収益的支出 8,346,72ラ 6,249,116 2,097,611 33.6

資本的支出 2,416,582 1,810,533 606,049 33.5

4.

平成26年度 平成25年度 増 滅 伸  率 摘  要
総合計 (歳出 ) :48,162,709 130,893,356 17,269,353 13.2



《一般会計》

平成26年度当初予算 主な歳入

款 款名 細節名
26年度
う管麟∩ 曜̈

２

予 呻̈
■凛単
針 ②  xloo

市税

固人市民税(現年課税分) 2,672.562 2.008,猟 664.02` 331,

去人市民税 (現年課税分) 480,83〔 519,27` △ 38,43( △741

固定資産税 (現年課税分) 2.405,93〔 2.514.211 △ 108.27( △43,

国有資産等所在市交付金 (現年課税分) 30,115 29,71 40(

軽自動車税(現年課税分) 142.646 153.78` △ 11,13( △721

市たばこ税(現年課税分) 454.514 444,901 9.60〔

計 6,268,96( 5.771.66( 49729`

嘔方譲与税
地方揮発油醸与税 130,00C 127,00C 9,00C

自動車重量略与税 33100C 312,00C 19,00C

計 467.001 439.001 28.00C 64,

刊子割交付金 利子割交付金 14,00C 14,00C 0酬

計 14.OⅨ 14.00C 0翻

配当割交付金    1配 当割交付金 12.00C 7.00C 50Ⅸ 714鎮

計 12,001 7.00C 5,00C 7141

株式等譲ま所得割交付金 株式等饉演所得割交付金 2,000 2.00C 0"

計 2,OⅨ 2.00C 0釧

06
地方消費税交付金 地方消費税交付金 751.000 629,00C 122,00C

計 751.00t 629.00C 122κXX 194引

ゴルフ場利用税交付金 ゴルフ場利用税交付金 5,400 4.40C 1,00C 22_7%

計 5,40C 4,40C 1,000 2271

自動車取得税交付金 自動車取得税交付金 51.OⅨ 85,00C △ 34,00C △400引

計 51,00C 85,00C △ 34,000 △40酬

09
地方特例交付金 減収補てん特例交付金(住宅控除減収補てん分) 1000C 120∝ △ 2.000 A167贅

計 10,00K 12,00C △ 2.000 △167,

地方交付税

瞥通交付税 6.466,71( 6,613,791 △ 147,081 A22引

晨災復興特別交付税 6.058,28C 5,785,032 273,248

特別交付税 600,00C 600,00C 0 0酬

計 13.12499C 12.998,823 126.167 1(H

11
交通安全対策特別交付金 交通安全対策特別交付金 10,旺 11側 △ 1,000 △911

計 10,00C 11,00C △ 1.000 △91%

分担金及び負担金

養饉老人ホーム委託料 123.54C 123.54C 0 0釧

老人福祉施設入所負担金 19,634 19,375

保育負担金 3.40〔 68,575 △ 65,17: 皆測

し尿処理施設運営費負担金 飯舘村分 6,512 7,70G △ △155'

し尿処理施設運営費負担金 双葉地方分 8,7∝ 8,013

横川ダム管理費工業用水道負担金 10,292 10,292 009

過年度農地等災害復旧事業費負担金 12.839 3,186 30309

針 192.79` 258.296 △ 65.50` A254,

腱用料及び手数料

着場使用料 10,550 10,536 02,

道路占用料 17.332 17.16〔 1鶴

市営住宅使用料 96,656 97.10( △ 45〔 △05,

市営住宅駐車場使用料 6,163 08,

定住促進住宅使用料 6,877 6.70〔

幼稚園授業料 594 12,16( △ 11.56( A951%

生涯学習センター使用料 6.492 3491

肇内プール使用料 4,986 4,051 88〔 218'

戸籍謄抄本関係手数料 20,490 1923( 65%

ヒ民票手数料 7.082 A731 A94%

印鑑登録証明手数料 5ρ l` 40〔 8幌

一般廃楽物処理手数料 クリーンセンター 43,362 43.362 0麟

針 268,191 274,45〔 △ 6.26〔 A23%
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《一般会計》

款 款名 細節名
26年度
予菫輌① 暉̈

２

予
増瀬顕
0-00

■滅手
O② xl∞

コ庫支出金

申がい者自立支援給付費負担金(1/2) 382,487 378,609 3,878 1鶴

果育所運営費負担金(1/2) 158,689 158,169

尼童手当負担金(定額) 689,19ξ 691,676 △ 2,481 △04,

生活保護費負担金(3/4) 301.521 319,23〔 △ 17,701 △55'

唐報通信技術利活用事業費補助金(1/3) 166,26( 166.26〔 皆理

籠島定住等緊急支援交付金(1/2) 254,341 254,341 皆増

欠世代育成支援対策施設整備交付金 (定額) 10,9Ⅸ 2.03( 4414男

地域生活支援事業費補助金(1/2) 16.05( 16,18〔 A 13` Zゝ081

臨時福祉綸付金給付事業費補助金(10/10) 152.00K 15200C 皆増

臨時福社綸付金給付事務費補助金(10/10) 15,3瞑 i53駅 皆増

子育て世帯臨時特例綸付金綸付事業員補助金 (10/10) 64,00C 64.00C 皆増

子育て世帯臨時特例綸付金綸付事務費補助金 (10/10) 7,02( 7.02( 皆増

は環型社会形成推進交付金(1/3) 19,00( 8,496 1237,

災害等廃棄物処理事業費補助金(8967/100) 5,484,534 5,966.483 △ 481.94g △81,

社会資本整備総合交付金(55/10) 82.50C 154.55C △ 72.05C A466'

社会資本整備総合交付金事業(復興)(55/10)) 49,50C 49,500 皆増

社会資本整備総合交付金(1/2) 20,520 10,52C 10,000 951'

社会資本整備総合交付金事業(復興)(1/3) 66.666 66,666 皆曜

公立学校施設整備費等補助金(1/3・ 1/2) 187,689 60.50C 127.189 210_2'

過年発生公共土木施設災害復旧費補助金 (804/100) 973,124 1,298.542 △ 325,418 A251,

過年発生公営住宅災害復旧費補助金(2/3) 52185 47.33〔 4,852

過年発生公立社会教育施設災害復旧費補助金(2/3) 231,8綱 53.82` 178.0% 3308,

こ年発生公立諸学校建物其他災害復旧費補助金 (2/3) 126.64〔 2880C 97.34〔 339.7鴨

指定廃彙物保管業務委託金 93,731 76.09( 17.63〔

目島県避難解除等区城生活環境整備事業委託金 65,lⅨ 104,39( △ 392《 A376%

E島原子力災害避難区壌等帰還・再生加速事業委託金 1,029,491 1,029■97 皆増

計 :0,962,56( 9,755,411 1,207.148 12.4%

県支出金

申がい者自立支援綸付費負担金(1/4) 199,48G 197■91 1.996 1釧

国民健康保険基盤安定負担金(1/4、 3/4) 161,768 161,768 Om

変期高齢者医療制度保健基盤安定負担金(3/4) 122,64G 122.646 0鶴

保青所運営費負担金(1/4) 79,344 79,084

児童手当負担金(定額) !56,837 156■97 34C

災害弔慰金等負担金(3/4) 77,812 75,000 2,812

電源立地地域対策交付金(10/10) 40,935 40,935 00

福島県消費者行政活性化交付金(10/10) 22,644 35,71C △ 13.06〔 A36.6,

市町村公共施設支援事業補助金(10/10) 440359 166,522 273,837 1644,

福島県被災者健康支援体鋼整働事業費補助金 (10/10) 29.38( 23.855 5,52〔 232γ

災書関連地域防災がけ崩れ対策事業補助金(9/10) 45.Ⅸ X 45,00C 皆増

ふるさとふくしま帰還支援事業交付金(10/10) 21.51〔 18.11 3,4X :88%

女射能簡易分析装置整備事業補助金 (定額) 61,731 62.011 △ 28( AO_51

重度障がい者支援事業費補助金(1/2) 71.884 71,79( 01賓

果育対策等促進事業費補助金(2/3) 15,74隆 15.011 49鴨

I島県地城支え合い体綱づくり助成事業補助金 (10/10) 18,72〔 18,72〔 皆増

除摯対策事業交付金(10/10) 66.353.12( 45.581.866 20,771,25` 456引

乳児医療助威事業費補助金(1/2) 19,00C 21,30ワ △ 2,301 A108,

子ども医療費助成事業補助金(10/10) 112,8α 121,25C △ 8.45( △7鶴

目島県災害廃楽物処理基金事業補助金 (定額) 326,00( 354,64g △ 28,64( △8.11

緊急雇用創出事業費補助金(10/10) 545,341 614,159 △ 68,819 △112'

水田農集改革支援事業補助金(定額) 16.Щ 16.00C 0 0鶴

地域農彙経営再開復興支援事業補助金(10/10) 47,775 39,615 8,160 206,

腹災地域農葉復興総合支援事業補助金 (定額) 255,457 232.5∝ 22.957 9_鶴

福島県営農再開支援事業補助金 (定額) 781,456 781.456 皆増

ヨ芸産地復興支援対策事業補助金(定額) 76,715 76,715 皆埋

東日本大震災農棠生産再生対策交付金事業補助金 (定額) 142,150 142,150 皆堪

福島県応急仮設住宅維持管理補助金(10/10) 89,029 89,029 皆増

被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金(10/10) 169,46( 203,83Z △ 34,374 △169,

放課後子どもプラン補助金(2/3) 39.562 38.04( 1519 409

過年発生農地農象用施設災書住旧費補助金(999/100) 121636` 26405( 952.307 3606,

県民税徹収事務委託金 8550C 75471

県知事選挙委託金 36.22〔 36.22〔 皆耀

針 72.191,631 50.156.62( 22.035,00ξ 439'

-36-



《一般会計》

款 款名 細節名
26年度
千竺鱈∩

25年度
千笠輌②

増減額
令―② ∩

瑠層學
0/の xlm

け産収入

市有地貸付収入 6.943 5.161 1,782 345'

市有建物貸付収入 2.224

東日本大震災復旧・復興基金利子 :,999 1.537 332.71

防災集団移転住宅団地売払収入 897.411 897,411 皆増

福島県住宅供給公社残余財産分配金 1000C 10,00C 皆増

計 922,76( 44,82〔 877,93こ

諄附金 ら、るさと応援寄附金 存目 1 1 OQ

計 0鶴

繰入金

地域振興基金繰入金 288,000 350,44K △ 62,44C △178,

ふるさと応援基金繰入金 31,802 29′8∝ 2,002

東日本大震災復旧・復興基金繰入金 2,399,932 2.153,56( 246.372

東日本大震災遺児等支援基金繰入金 24,200 27,5α Zゝ 3.30C Zゝ 120'

みらい夢基金繰入金 223.393 188.71 34,676

子育て応援基金繰入金 16.638 9.831 6,807 692,

財政調整基金繰入金 299,857 350,00C △ 50,140 △143'

東日本大震災復興交付金基金繰入金 6.375,792 17.900,98〔 △ 11.525,19〔 Zゝ644,

Jヽ高区自治振興基金繰入金 345 △ 5,468 A941,

公共用施設維持基金繰入金 2,636 7,791 △ 5,15こ △662'

戒債基金繰入金 134,963 152.32( △ 17.36C △114,

市有建物等維持補修基金繰入金 99,621 99,621 皆増

計 9.899,91〔 21,179,49( △ 11.27958C Zゝ533'

課越金 前年度繰越金 600000 6∞.00C 0∝

針 600,00C 6∞.001 0鋭

諸収入

東北労働金庫貸付金返還金 30,000 30,CXX 00,

疵人病検診助成金及び個人負担金 9,838 0∝

漁集振興資金預託金元金 20,000 20,(XX Om

市中小企業振興資金貸付金返還金 470,000 470,00K 0鶴

薔工組合中央金庫貸付金返還金 56.000 56.00K 009

企業立地促進特別融資金貸付金返還金 10.000 20.00C △ 10.00C △5009

サテライトかしま場外車券場交付金 7.80Ю 7.79C 皆増

たファイバー賃借料 17,316 16.82: 59'

退職手当各事業会計負担金 8,79フ 1400( △ 520C A372,

資源ごみ売却金 11,9欄 786(

資源化物売払収入 クリーンセンター 14,101 12,721

災害廃楽物 (資源化物)売却収入 12,286 鍬 11.44〔 i3625,

直路改良受託事業収入 9,480 14,14: △ 4.66` △3309

道路舗装修結工事負担金 11,280 11.28〔 皆増

常磐自動車道関連公共施設等整備助威金 5,500 40,021 △ 34.52` A86.3,

埋蔵文化財発掘調査受託料 皆増

学校綸食費徹収金 251,7∝ 248,17: 3.53`

計 1.114,31( 1,071.42: 40

市債

市営陣ヶ崎公園墓地整備事業債(95%) 107.30C 62.3α 45.00C

サービスエリア利活用拠点整備事業債(9596) 59700C 39.201 557.80C 14230

地方特定道路整備事業債(9096) 20,800 30,201 △ 940C △311

地方特定道路整備事業債(9096)(街路分) 20,20C 18.401 1,80C

常磐自動車道整備促進事業債(9596) 11,40C 72,001 △ 60,60C △842'

社会資本整備総合交付金事業債(95%) 16.20C 54,601 △ 38,40C A703,

環状1号線整備交付金事業債(9096) 28,3∝ 28,3α 00

災書公営住宅建設事業債(100%) 1,202,40C 1,202,40C 皆堪

消防防災センター整備事業債(9596) 85,70C 2∞ ,70C △ 115,00r ∠ゝ573,

原町第二小校舎耐震改修事業債(100%) 285,80C 285,8α 皆増

た甕小校舎耐震改修事業債(9596) 182.90C 0 182.9∝ 皆増

よ田小校舎耐震改修事業債(9596) 17100C 0 17100r 皆増

日神第二小校舎耐震改修事業債(100%) 294f∝ 0 2941α 皆増

臨時財政対策債(10096) 1400.00C 1.400,000 0("

災害援饉資金債(10096) 17.50C 70,00C △ 52.5Ⅸ △7500

計 4.448.80C 2.229,50C 2,219,3α 995'

歳 入 針 121,317,331 105.543.933 15,773,39〔
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V 主な基金の状況
円

基金名
25年度末残高
(見込み )

26年度 (当初予算額 )

積立額 取崩額 年度末残高

財政調整基金 2,897,04C 300,632 299,857 2,897,821

減債基金 882,153
７
′ 134,963 747,367

小高区自治振興基金 209,807 55 345 209,517

鹿島区自治振興基金 256,819 240 0 257,059

原町区自治振興基金 692,540 174 0 692,714

地域振興基金 1,629,031 801 288,000 1,341,832

職員退職手当基金 550,273 161,769 0 712,042

公共用施設維持基金 408,820 103 2,636 406,287

社会福祉基金 56,302
Ｃ
υ 2,729 53,588

教育振興基金 90,280 ■
■ 0 901326

市有建物等維持補修基金 327,682
ａ
υ
●
Ｕ 99,621 228,127

ふるさと応援基金 36,400 8 31,802 4,606

子育て応援基金 185,190
０
０ 16,638 168,633

学校図書館支援基金
ｎ
υ 0 0 0

東日本大震災復旧・復興基金 10,128,868 2,000 2,399,932 7,730,936

東日本大震災遺児等支援基金 314,410 130 24,200 290,340

みらい夢基金 327,743 う
０
ａ
υ 223,393 104,413

東日本大震災復興交付金基金 12,721,178 785,235 6,375,792 7,130,621

亜炭鉱害復旧施設維持管理基金 810,374 848 22,371 788,851

育英資金貸付準備基金 25,000
ａ
υ 5,310 19,696

〈
ロ 計 32,549,916 1,252,449 9,927,589 23,874,776
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